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3 次世代モビリティ等の導入支援について

1 現状と課題

公共交通の維持・活性化を図るため、県では、広域自治体の役部として、複数市町

をまたぐ地域間幹線パス (47系統)の維持等について、交通事業者に対し支援を行う

とともに、市町等と連携して利用促進に取り組んでいます。

また、市町では、地域の実情に応じ、コミュニティパスやデマンドタクシーなどを

運行することにより、地域住民に身近な公共交通の確保に取り紐んでいます。

しかしながら、人口減少などにより、公共交通の利用者が減少傾向にある中、今般

の新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、さらに利用者の減少が進んでいます。

パスについては、運転士不足が深刻化し、路線の減便、縮小が進んでいるととから、

交通不便地域など、移動手段の確保が困難な地域が増えてきています。

こうした中、高齢者の交通事故が社会問題化し、運転免許証の返納件数が、平成 27
年の 2，199件から令手口元年は 8，419件と大幅仁増加しており、返納後の移動手段の確

保を含め、地域における公共交通の維持・活性化に向けた対策は急務となっています。

2 目的

県では、福祉分野等と連携した取組や、自動運転技術、 AI等を活用したデマンド

タクシーなど次世代モビリティ等を活用した新たな取組を進める乙とにより、高齢者

をはじめとする県民の皆さんが円滑に移動できる環境づくりをめざしています。

3 令和元年度の取組

令和元年度は、県と市町等がともにセミナーなどを通じ、交通や福祉の各種制度な

と、について理解を深めるとともに、先進事例の共有などを通じ移動手段の確保に向け

た課題繋理や具体的な取組に向けた検討を進めました。また、国の事業を活用しなが

らM丘 aS注) Iなど車fiたな移動手段の導入に向けた実証事業に市町等とともに取り組

みました。

注)1 MaaS:出発地から目的地まで、利用者にとっての最適経路を提示するととちに、複数の交通手段や

その他のサ ピスを含め、一括して提供するサービス。

4 令和2年度取組方針

令和2年度は、これまで進めてきた市町等との検討内容をふまえ、高齢化が進む郊

外型団地などの都市部や、交通不便地域における移動手段の確保をめざし、福祉分野

等との連携や、次世代モビリラィ等を活用した取組を車fiたに市町や交通事業者等と実

施します。

あわせて、これらの取紐の成果をマニュアルとして取りまとめ、市町にその活用を

働きかけるととにより、円滑な移動手段の確保に取り組む地域の拡大を図ります。

また、 MaaSについても、公共交通データのオープン化によるMaaS推進のた

めの環境整備や、乙れまで、市町が先行実施した取組等について他地域へ情報共有を行

うなど、取組の拡大に向けた支援を行っていきます。
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4 r県と市町の地域づくり連携・協働協議会jの取組について

1 r県と市町の地域づくり連携・協働協議会」について【参照:別紙 1] 

平成 20年5fiに制定された「三重県地域づくり推進条例J(以下「条例Jという。)

第4条において、「県は、地域づくりが円滑かつ効果的に行われるよう必要な仕組み

を構築し、機能させるものとする。j と県の役割が規定されています。

ζのため、県では、条例に規定された県の役割を実現するため、平成 21年2月に

「県と市町の地域づくり連携・協働協議会J(以下「協議会j という。)を市長会、町

村会との共管で設立し、協働して地域づくりの基盤の整備に向けた取組を進めていま

す。

2 令和元年度の実施状況報告について【参照:別紙2]

協議会の令和元年度における取組概要については、別紙2のとおりです。

なお、 9月には、条例第5条の規定に基づき「地域づくり実施状況報告書」として

取りまとめて県議会に報告するとともに、県ホームページで公表します。

3 令和2年度の取紐について

( 1 )全県会議

全県的な課題をテーマとする検討会議として次の会議を設置し、課題の解決に向

けた検討を行います。

①LGBT支援施策の連携検討会議[継続]

LGBT当事者等の支援と啓発の取組について、県および市町間の情報共有と連携

を図り、すべての人が住みやすい地域づくりに向け検討を進めます。

②スマート自治体推進検討会議[継続]

f最新の ICT技術 (RPA(ロボットによる業務自動化)やAI(人工知能)等)を活

用し、より効率的・生産的な自治体経営をめざすスマート自治体の実現に取り組む

ため、課題を共有しながら県と市町合同で協議・研究を進めます。

③持続可能な地域コミュニティづくり推進検討会議[新規]

住民が主体となった地域コミュこティづくりをより多くの地域で広げるための取

組や、若者のカを地域コミュニティの活性化に生かす取組等について、各市町との情

報共有や意見交換を通し、検討を進めます。

( 2 )地域会議

知事と市町長が、市町の具体的な課題について共通認識の醸成と課題の解決に向け

てオープンな場で議論する r1対 1対談j を、 6月から 11月頃にかけて開催するほ

か、複数の市町が関係する地域共通の課題について議論が必嬰な場合には、知事と関

係市町長による「サミット会議j を開催します。

また、個別の地域課題ごとに「検討会議j を設霞し、地域課題の解決に向けた

具体的な取組について検討します。[参照‘月i紙3]





























5 三重とこわか国体・三重とこわか大会の開催準備状況について

三重とこわか国体・三重ととわか大会(以下、「両大会Jという。)の開催まであと 1年

3か月となり、より一層本格的な準備に取り組む必要があります。両大会の成功に向け、

県民の皆さんとともに“オール三重"で、準備を進めていきます。

1 新型コ口ナウイルス感染症にかかる対応状況について

( 1 )競技別リハーサル大会

競技別リハーサル大会は、競技会の運営能力の習熟を民的とし、令和2年度から令和

3年度にかけて各会場地市町で開催されることから、県では、令和2年4月に「競技jJlJ

1)ハーサル大会運営費補助金j を創設し、市町の支援を行っているところです。

新型コロナウイルス感染症の影響により、令和2年6月8日現在、当初開催予定の 42

大会のうち、 23大会が中止、 1大会が関催見合わせとなっています。中止となった会場

地市町や競技団体からは、習熟の機会が失われたことにより、大会運営に向けた不安の

声とともに、改めて別大会をリハーサル大会として開催したいという芦をいただいてい

ます。

今後、市IHrが希望する大会を改めてリハーサル大会として位置づけ、補助金の交付対

象とするほか、引き続き市町から聴き取りを続け、対応が求められる課題については、

ともに解決に向けた取組を進めていきます。

( 2 )広報・とこわか運動(県民運動)

500白前イベントや企業・他部局等と連携したPR活動の中止、ととわかダンスを

指導するダ、ンスキャラパンの今年度の開始の遅れなど、当初予定していた広報活動が

実施できていないζとに加え、 12月のスポーツイベントと連携して企画していた300

日前イベントなども実施が見通せない状況にあります。

緊急事態宣言発令中においても、ホームページやTwit terで在宅でできる、とこわ

かダンスやと乙まる作りの取組を紹介するなど、の広報を行ってきました。

引き続き、 Twit terやYouTubeなどのSNSを活用した広報やととわか運動への参

加の働きかけを行うとともに、制限がある中でも創意工夫を凝らしたイベントの実施、

通勤・通学をはじめ生活する中で白に触れる機会が多い交通広告の活用など、両大会

の観戦やボランティアへの応募に向けた県民の皆さんの参加意識の醸成につながる取

組を展開してまいります。

23 



( 3 )ボランティアの養成

両大会で活躍いただく、運営ボランティア、情報支援ボランティア、移動支援ボラ

ンティアについては、現在、募集人数の確保に向け、ホームページやPR活動におけ

る情報発信のほか、三重県社会福祉協議会等に協力の働きかけを行っています。

手話や要約筆記の専門性を必要とする情報支援ボランティアは、 5月から養成講座

を実施する予定でしたが、新型コロナウイルス感染症の影響から延期し、 8月の開催

に向けて、カリキュラムを見直し準備を進めていきます。

また、運営ボランティアと移動支援ボランティアについても、感染対策を見据えて

秋頃からの研修実施に向け準備を進めています。
n 

(4)募金・企業協賛

今後、新型コロナウイルス感染症の状況や県内外の経済状況をふまえたうえで、す

でに両大会へのご、協力を検討いただいている企業・団体に対しては、改めて訪問じご

支援をお願いするとともに、その他の企業等に対しては、訪問の時期を見極めたうえ

で、総合案内所での来場者対応など、幅広いご支援をお願いしてまいります。

(企業等からの寄附・協賛額令和2年5月末時点:272， 550千円※申込ベース)

2 会場地市町運営交付金(仮称)について

先催県では、市IAyによるi議体競技会などの運営経費に対する交付金制度を設けていま

す。

本県においても、先催県の制度内容等をふまえ、本県の交付要領案を、 6月8日に会

場地市町にお示しさせていただいたところです。

今後、本大会にかかる競技会運営経費の調査結采やヒアリングを通じた市町のご意見

もふまえ、令和3年度の制度施行に向けて、準備を進めていきます。

3 鹿児島国体・大会について

( 1 )鹿児島国体・大会の開催可否検討状況

今秋の鹿児島国体・大会について、その開催可否の検討が日本スポーツ協会、スポー

ツ庁、日本障がい者スポーツ協会、鹿児島県の4者で行われており、 6月中に結論を出

すとされています。

( 2 )緊急要望について

国体・大会の開催にあたっては、他の開催地都道府県と向様に、市町、競技団体、企

業、ボランティアなど多くの関係者のご負担やご協力をいただいて準備を進めています。

とりわけ、多くの選手は自らの競技人生を懸けて、国体での天皇杯・皇后杯獲得に向け、

2021年の地元開催t:照準を絞り、強化に取り組んでいます。
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一方、 ζの度の鹿児島国体・大会の l年延期の報道を受けて、一部市町や競技団体か

ら、延期にかかる問い合わせや不安の声が県に寄せられており、こうした不安に応えて

いく必要があります。

このようなことから、 6月 11日、三重県と 2022年の開催が正式決定している栃木県、

開催が内定している佐賀県、滋賀県の4県が、文音防斗学省、スポーツ庁、日本スポーツ

協会及び日本障がい者スポーツ協会に対して、鹿児島国体・大会の開催可否にかかる検

討にあたっては、後催県の意見も聴取し、多様な選択肢を提案したうえで、日本全体で

見て影響が少なくなるよう、必要かっ卜分な検討がなされるべきであ石ととを要望しま

した。

("3)今後の方針

日本スポーツ協会やスポーツ庁等における検討状況を注視するとともに、栃木県など

後催県と十分連携を図りながら、予定どおりの会期での開催に向け、準備を進めていき

ます。
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6 南部地域活性化に向けた取組について

1 新型コロナウイルスの影響について

新型コロ7ウイルス感染症の影響を受け、国外からの観光客は当面の間期待

することが難しく、また国内客についても感染への懸念から遠方への旅行を控

えるととが予想されています。

こうしたととから、今年度は、感染症収束後に旅行者を円滑に受け入れてい

くための環境整備や、若い世代を対象にした「ひとJづくり、国内の近隣地域

からの誘客促進などを中心に取り組んでいきます。

また、新型コロナウイルスの影響により実施が図難な事業については、感染

症影響下でも実施可能で、感染症収束後の誘客につながっていくような事業内

容に槌時変更していくなど、先を見据えた取組を行っていきます。

2 今後の取絡について

新型コロナウイルス感染症の影響を考慮して見直しを行い、以下のとおり

取り組んでいきます。

( 1 )旅行ルート作成システムの導入

行きたい観光地等を選ぶと、交通手段や所要時間も含めて、最も効率的な

旅行ルートを作成する多言語版「旅行ルート作成システム」を導入し、土地

勘のない旅行者や外国人旅行考にもストレスフリーに東紀州地域を中心と

した周辺エリアを周遊してもらえるよう、受入環境整備に取り組みます。

0対応言語:日本語、英語、中文筒体、中文繁体

0 サービス機能:

・モデルコースの紹介 10本以上

-観光施設、宿泊施設、飲食j否、観光案内施設、体験施設等のスポットの

紹介 500箇所以上

※対象は、東紀州地域5市町、伊勢市、松阪市、鳥羽市、志摩市、多

気回了、大台町、玉城町、度会町、大紀町、南伊勢田Iをはじめ、三重

県全域と和歌山県高野町、田辺市、那智勝浦町、新宮市も含める 0

・複数のスポットを選択すると、鉄道やパス、レンタサイクル、自動車等

の交通手段や所要時間も含めて、最も効率的に周遊できるルートを提

案する旅行ルート作成機能
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(2 )地域の誇り次世代継承プ口ジェクト事業

次世代を拐う子どもや若者を対象に、「三つの『密~J を回避するなど新型

コロナウイルスの感染拡大防止に努めながら、熊野古道の価値や地域の歴

史、文化を理解する取組を実施する ζとにより、自らが住む地域と世界遺産

熊野古道に愛着と誇りを持ち、地域の担い手となる「ひと」づくりを行うこ

とで、若者の定着につなげていきます。

①ばりすごいで!世界遺産塾

0 対象:東紀州地域の小・中学生(1回あたり約 20人、 3沼程度)

O 概要:地域のさまざまな達人を塾の講師やコーディネーターに迎え、熊

野古道やその局辺の自然・歴史・文化等を体験し、地域の「本物」

に触れる講座を開催します。

Os寺期:8月以降で順次実施

②「高校生j x r熊野古道j x rSDGsJ = r~\ざ!東紀州へj

0 対象:東紀州地域の高校生

0 概要:高校生が、諮り部とともに熊野古道を歩くなどフィールドワーク

を事前に行って、地域の魅力的な資源を撫り起こし、その魅力を案

内するための企爾等を行います。

0 時期:秋以降(地元高校と調整中)

(3 )関係人口「度会県Jの取組

新型コロナウイルス感染症の影響により、人と人との直接的なつながり

の場が減り、「精神的な豊かさj を感じる機会が減少しています。

関係人口「度会県jの取組について、当初予定していました都市部(東京・

大阪)において「度会県民Jが交流する「度会県民の集いJを見直し、感染

症発生後の「新しい生活様式Jをふまえ、オンライン上で交流する場を創出

し「精神的な豊かさj を感じていただく機会を提供します。

or度会県民」が集まるオンラインサロンの開催

.13的:オンラインを活用し、「度会県民」と地域住民のつながりの場づ

くりを、関係人口から活動人口へと発展させていくきっかけとする

・対象・地域に出向くことができない「度会県民Jや地域住民

-規模:年度内に複数回開催し、各回テーマを設定 (20名程度/凹)
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